






○連結ベースの「業績概要」について、「売上高」は、電⼒小売全面自由化に伴う競
争激化の影響などにより、小売販売電⼒量が減少したものの、東北6県及び新潟
県以外への卸売販売電⼒量の増加などにより、2兆2,463億円となり、前年度に
比べ20億円、率にして0.1%の増収となりました。

○「経常利益」は、能代⽕⼒発電所3号機の運転開始による燃料費改善
効果や、企業グループ一体となって、生産性・効率性のさらなる向上に努めた
ことなどに加え燃料費調整制度のタイムラグ影響が利益を⼤きく押し上げた
ことから、999億円となり、前年度に比べ342億円、率にして52.1%の増益となりま
した。

○なお、台風19号による被害設備の復旧費⽤などを特別損失に計上したこと
などから、「親会社株主に帰属する当期純利益」は630億円となり、
前年度に比べ165億円、35.7％増加いたしました。



○連結経常利益は、前年度に比べ342億円の増益となりました。

○主な増益要因は、燃料費調整制度のタイムラグ影響で+400億円、加えて、
能代⽕⼒3号機の燃料費改善効果で+79億円、その他の要因で+83億円と
なっております。

◯その一方で、収支悪化要因として、小売販売電⼒量の減により▲111億円、
能代⽕⼒3号機の運転開始などによる減価償却費の増で▲108億円となって
おります。

○なお、2019年度の主な増益要因である、燃料費調整制度のタイムラグ影響を
除いた場合の、前年度からの収支変動影響額は▲60億円程度となり、一過性の要
因を除いた場合には、収支は悪化している状況となっております。



○「燃料費調整制度のタイムラグ影響」のイメージ図を記載しております。

○前年同期が▲180億円程度、今期が+220億円程度であったことから、
400億円の収支改善要因となっております。



○ 「電⼒供給⼒実績」について、前年度との比較では、「自社発電」のうち、
「⽔⼒」は出⽔率差による増、「⽕⼒」はガス系⽕⼒等の補修に伴う停⽌⽇数
増による減、「原⼦⼒」は⼥川・東通の所内電⼒を反映しているためマイナス
表示、「新エネ等」は地熱の運転減により減少しております。

○「融通・他社受電」では、上段は「受電」、下段は「送電」を示しております。
「受電」が増加している要因は、太陽光発電の買取量増加などによるものです。



○ 「電⼒販売実績」について、小売販売電⼒量は、前年に比べ冬の気温が高かった
ことによる暖房需要の減少や競争激化による契約の切り替え、産業⽤での生産減
などから、672億kWhとなり、前年度に比べ2.5%の減となりました。

○一方、卸売販売電⼒量は、東北及び新潟県以外への卸売が増加したことなど
から、177億kWhとなり、前年度に比べ8.8%の増となりました。

○これにより、全体の販売電⼒量は、前年度と比べ0.3％減の848億kWh
となりました。



○「主要諸元・収支変動影響額」について、前年度と比べ、
「原油CIF価格」が下落し、「為替レート」が円高となったことで、
燃調タイムラグがプラスに作⽤しております。

○なお、「出⽔率」については、昨年度に比べ⼤きく上昇しておりますが、
これは暖冬により降雪量が減った半面、降⽔量が増えたことによる、
１・２月の出⽔率の上昇が⼤きな要因と考えられます。



○ 「2021年3月期の業績予想」について、新型コロナウイルスの感染拡⼤に伴い、
電⼒需要等への影響が不透明な状況となっており、現時点において、合理的な算定
が困難な状況であることから来期の⾒通しにつきましては「未定」としております。

○今後、業績を⾒通せる状況になりましたら、速やかにお知らせいたします。
























































































